
計画名 第４次茨城県環境基本計画の一部（R5.3策定）

提出機関名 茨城県 対象
地域 茨城県全域

メイン課題 水質改善、地下水、貯留・涵養

計画概要
「霞ヶ浦などの湖沼環境の保全と共生」や「身近な地域環境の保全」を基
本目標として湖沼環境保全対策等を推進することで、その他の取組と併せ、
「豊かで魅力ある自然が守られ、持続可能で環境と調和した社会」を目指
す。

計画の特徴
利根川や鬼怒川などの河川、霞ヶ浦、ラムサール条約に登録されている涸
沼、海域など豊かな水環境を有しており、環境学習会等により地域住民等
の理解促進を図りつつ、水質保全、水質監視測定、水源涵養機能を有する
森林整備等により水循環の保全を推進。

【実施体制】 茨城県（計画策定主体）

地方
公共
団体

都道府県 〇
政令指定都市 ‐

市区町村 〇
国の地方支分部局 -

有識者 〇
事業者 〇

団体（NPOなど） 〇
住民 〇

その他（国立研究開発法人） 〇

【新規】「第４次茨城県環境基本計画」の一部の概要

計画対象地域（茨城県全域）

○推進体制 ○進行管理○計画体系
行政だけではなく、県民、
民間団体、事業者、市町村
などの様々な主体と連携.

PDCAサイクルの考えのもと、県民や有識
者の意見も踏まえつつ、推進。

・計画の策定(改定)
・事業等の企画・立案

・施策・事業の実施
・各主体の取組

・施策・事業の
見直し・反映

・進捗状況分析・評価
・改善策の検討



計画名 稲敷市環境基本計画の一部（R3.3策定）

提出機関名 稲敷市 対象
地域 稲敷市全域

メイン課題 水質改善、貯留・涵養、水量、インフラ

計画概要
水質改善や森林保全による「水環境の保全」等を推進することで「生活環
境の保全」を目指し、計画全体では各種施策の実施により「水と緑の豊か
な自然をみんなで守り未来につなげるまち 稲四季(いなしき)」を目指す。

計画の特徴
霞ヶ浦は市民や来訪者にとっての憩いの場であり、生物にとっても重要な
環境であるが、一部では水質が環境基準を超過しており、水質改善が課題。
そのため、流域市町村と連携しつつ、水質の改善を推進。その他、河川流
量や地下水揚水量の調査なども行いつつ、水循環の保全を推進。

【実施体制】 稲敷市（計画策定主体）

地方
公共
団体

都道府県 -

政令指定都市 ‐

市区町村 〇
国の地方支分部局 -

有識者 〇
事業者 〇

団体（NPOなど） 〇
住民 〇

その他（ ） -

【新規】「稲敷市環境基本計画」の一部の概要

計画対象地域（稲敷市全域）

○計画体系 ○推進体制

○進行管理
計画はPDCAサイクルに従って
推進。
実施状況について、年次報告
書を市環境審議会に報告し、
審議会での意見を必要に応じ
て翌年度の取組内容へ範囲

本計画の主体は、市民・市民団体、事業者、行政。

対象流域の
図を挿入



計画名 川崎市新多摩川プラン（H28.3策定）

提出機関名 川崎市 対象
地域

川崎市域の多摩川流域
(中心は川崎市占用区域110ha)

メイン課題 水辺空間、治水、教育・普及啓発

計画概要
「自然と調和した美しい多摩川へ」、「多摩川を知り災害から市民お守
る」、「子どもの生きる力を育む場の創造」等を基本目標としつつ各種施
策を推進することで、「川とふるさとの再生 市民協働による多摩川ライ
フの創造」を目指す。

計画の特徴

多摩川は限りない可能性を有した存在であり、大都市の中を流れる自然
豊かな大河川で「川崎の母なる川」。市民共有の財産として再評価し、豊
かな河川環境を創出するため、市民・企業・学校・行政それぞれの主体が
協働しながら、より魅力的で豊かな多摩川を持続的に育むしくみづくりを
目指す。

【実施体制】 川崎市（計画策定主体）

地方
公共
団体

都道府県 -

政令指定都市 〇
市区町村 -

国の地方支分部局 〇
有識者 〇
事業者 〇

団体（NPOなど） 〇
住民 〇

その他（ ） -

【新規】川崎市新多摩川プランの概要

計画対象地域
（川崎市域の多摩川流域）

(中心は川崎市占用区域110ha)

○計画体系 ○推進体制

対象流域の
図を挿入

市民・企業・学校・行政等が、協働して推進。

○進行管理
• プランの進行管理と評価などを行うため、市民、NPO、企
業、学識者、川崎市等による推進組織を設立し、課題整理
や進行管理を検証しながら事業を推進。

• 推進状況は市民に公表し、計画に反映。

※青点線は多摩川流域と鶴見川流域の境

多摩川



計画名 第2次松阪市環境基本計画の一部（H30.2策定、R5.3見直し）

提出機関名 松阪市 対象
地域 松阪市全域

メイン課題 貯留・涵養、水質改善、水辺空間

計画概要
「豊かな森林環境の保全」や「水資源・水辺の保全」を推進することで、
「健全な水循環の確保」を目指し、計画全体では各種施策の実施により
「うるおいある豊かな環境につつまれるまち まつさか」を目指す。

計画の特徴

一人ひとりの行動は環境に大きな影響を与え、それらは次世代に繋がって
いくとの考えにより、計画では、環境問題に対して一人ひとりが大切にし
たい視点を「自分のこと化」として記載。健全な水循環の維持に向けては、
地域の木材製品の購入や雨水を貯め、植木の水やりなどに活用することを
「自分のこと化」として記載。

【実施体制】 松阪市（計画策定主体）

地方
公共
団体

都道府県 -

政令指定都市 ‐

市区町村 〇
国の地方支分部局 -

有識者 〇
事業者 〇

団体（NPOなど） 〇
住民 〇

その他（ ） -

【新規】「第2次松阪市環境基本計画」の一部の概要

計画対象地域（松阪市全域）

○計画体系 ○推進体制

○進行管理
計画はPDCAサイクルに従い、施策及び事業の進捗状況や環境目標の達成状況
を定期的に点検・評価。環境審議会へ報告を行い、意見を求め、継続的な改
善を行う。また、進捗状況や目標の達成状況等はＨＰで公表。

市の環境マネジメント
システム推進委員会が
中心に施策を推進する
とともに、松阪市環境
審議会や松阪市環境
パートナーシップ会議
と連携し、市民・市民
団体・事業者の行動を
促すとともに、これら
の各主体との協働によ
り事業を推進。

※松阪市環境パートナーシップ会議
市民・市民団体・事業者等の協働により、
市で定めた「環境にやさしい行動指針」の
普及・啓発や環境保全活動を実践し、環境
にやさしい行動を推進するための会議。

※

環境像 分野別ビジョン 施策テーマ

※水循環に係る施策は多岐に渡るが、赤枠が特に水循環に係る分野別ビジョン。

※



計画名 第２次東広島市環境基本計画の一部（R4.3策定）

提出機関名 東広島市 対象
地域 東広島市全域

メイン課題 水質、貯留・涵養、水辺空間

計画概要
「水・水辺環境の保全・向上」を推進することで、「豊かな自然環境と共
生した快適に暮らせるまち」を目指し、計画全体では各種施策の実施によ
り「市民一人ひとりが ふるさとの環境をまもり・はぐくみ・つたえるま
ち」を目指す。

計画の特徴
市は複数の水系の源流域であり、「水が生まれるまち」といった認識のも
と、下流域に対する影響に配慮し、生活排水対策の推進とともに、市民や
事業者による水を汚さない取組や雨水利用等を促進し、健全な水質と水循
環の確保を推進。

【実施体制】 東広島市（計画策定主体）

地方
公共
団体

都道府県 -

政令指定都市 〇
市区町村 -

国の地方支分部局 〇
有識者 〇
事業者 〇

団体（NPOなど） 〇
住民 〇

その他（ ） -

計画対象地域

○計画体系 ○推進体制・進行管理

資料１－２

※上記は計画のうち、流域水循環との関連性が大きい施策を中心に記載。
※水循環に係る施策は多岐に渡るが、赤枠が特に水循環に係る施策の方針・取組みの柱。
※計画では、市街地エリア、里地里山エリア、里海エリアなどエリア別に環境配慮指針を作成。

• 計画の進捗状況や成果を評価
• 計画の見直しや市への提言

東広島市
環境審議会

評価・提言報告

市環境審議会、市経営戦略会議、エコネットひがし
ひろしま、市環境先進都市推進会議が連携・協働し、
取組みを促進。また、市審議会からの提言はHPに公
表し、市民等がチェックを行い、施策に反映。

【新規】「第２次東広島市環境基本計画」の一部の概要
太田川流域

沼田川流域

黒瀬川流域

瀬野川流域

三津大川流域

高野川流域

木谷郷川流域

瀬戸内海

凡例（環境基準点）



計画名 土佐町 第２期SDGｓ未来都市計画（R5.4策定）

提出機関名 土佐町 対象
地域

土佐町及び早明浦ダム・鏡ダムに
係る流域

メイン課題 貯留・涵養、地域振興

計画概要

早明浦ダムが位置する「水源のまち土佐町」は、「どこよりも水の価値を
育むまち」「町に暮らす全ての人が“質の高い”教育や「学び」の機会を得
られるまち」「地域の資源から新たな経済循環を創出するまち」等を目指
して施策を推進し、「全ての住民ひとりひとりの個性を最大限発揮でき
る」持続可能なまちづくりに取り組む。

計画の特徴

気象、地形、土地利用などの関連データを活用した「水循環解析調査」に
より水源涵養にとっての山林整備の重要性等を整理。山林や水の多面的機
能の発揮と持続可能な林業経済の両立のため山林のゾーニング、他市町村
等も含む利水域との広域連携による中間支援組織及び資金循環の仕組みづ
くりに取り組むことで「地域循環共生圏」の創造を推進。

【実施体制】 土佐町（計画策定主体）

地方
公共
団体

都道府県 〇
政令指定都市 ‐

市区町村 〇
国の地方支分部局 -

有識者 〇
事業者 〇

団体（NPOなど） 〇
住民 〇

その他（ ） -

【新規】土佐町 第２期SDGｓ未来都市計画

計画対象地域（うち土佐町）

○計画体系 ○推進体制・進行管理
事業は、住民、企業・金融機関、教育・研究機
関、NPOなどと連携し実施。
住民や有識者等で構成される「土佐町SDGｓ推
進会議」を４半期毎に開催し、進捗状況や評価
結果などを踏まえた計画見直しを実施。

上下流が連携し、水源の保全・涵養、山林の活用等を同時実現
する中間支援組織を構築。組織は、水源の涵養に係る新産業創
出や、投資、人材確保及び育成を、成果連動型事業として実施。

2030年の目指す姿（数値は計画策定時点） 中間支援組織に係る体系図

鏡ダム
地理院地図を加工して作成



計画名 第３次日田市環境基本計画の一部

提出機関名 日田市 対象
地域 日田市全域

メイン課題 水質改善、教育・普及啓発、水辺空間

計画概要
水環境を保全する取組による「河川や地下水を守る｢水循環保全｣の推進」
や、市民団体と連携した「水辺環境の整備と活用」等を推進することで、
「地域資源を活かすまち」を目指し、計画全体では各種施策の実施により
「水と緑があふれる未来輝くまち～水郷ひた～」を目指す。

計画の特徴
｢水郷ひた｣では、市、市民及び事業者が河川環境の保全等に対して最善を
尽くすことを目的に、各々の責務や役割等を定めた｢水郷ひた河川を美し
くする条例｣を令和３年に施行。計画では、重点プロジェクトとして本条
例の周知や普及啓発等を通じ、健全な水循環を維持するための取組を推進。

【実施体制】 日田市（計画策定主体）

地方
公共
団体

都道府県 -

政令指定都市 ‐

市区町村 〇
国の地方支分部局 -

有識者 -

事業者 〇
団体（NPOなど） 〇

住民 〇
その他（ ） -

【新規】「第３次日田市環境基本計画」の一部の概要

計画対象地域（日田市全域）
※日田市は赤枠内

※青線は筑後川を示すが、網羅的に記したものでない。

○計画体系 ○推進体制

○進行管理

市民・事業者・行政の各主体が共同で取り組む。

市民の役割
• 環境への負荷の低減に努め、住みよい環境作りに努める。
• 自発的・積極的に環境保全のためのまちづくりに参画し、自主的・
自発的な活動の輪を広げる。等

事業者の役割
• 事業の環境影響の把握・評価とその結果の公表等に努め、事業活動
と環境との調和に努める。

• 人的な面や経済面等から地域の環境保全に向けた活動を行う市民や
市民団体等を支援するなど、社会貢献に努める。等

地理院地図を加工して作成



計画名 第２次杵築市環境基本計画の一部（R5.3策定）

提出機関名 杵築市 対象
地域 杵築市全域

メイン課題 水質改善、貯留・涵養、生態系

計画概要
「川の水がきれいで、安全な水、豊かな水環境がある」や「川と森、田畑
がひとつにつながった豊かな緑の自然が守られている」等４つの重点目標
を推進することで、「豊かな自然との共生と快適な地域環境の創造」を目
指し、計画全体では各種施策の実施により望ましい環境像の実現を目指す。

計画の特徴
豊富な自然が残る八坂川や希少生物であるカブトガニが生息し「日本の重
要湿地500」に選定されている守江湾の干潟を有する本市では、森林から
川、海につながる健全な水循環が、生き物の命を育む源であるということ
を重要視し、流域マネジメントに取組む。

【実施体制】 杵築市（計画策定主体）

地方
公共
団体

都道府県 -

政令指定都市 ‐

市区町村 〇
国の地方支分部局 -

有識者 〇
事業者 〇

団体（NPOなど） 〇
住民 〇
その他 -

【新規】「第２次杵築市環境基本計画」の一部の概要

計画対象地域（杵築市全域）

○推進体制

○進行管理

○計画体系

※水循環に係る施策は多岐に渡るが、赤枠が特に水循環に係る基本目標。

市民・事業者・市がお互いの役割を理解し、共に行動する
パートナーシップ(協働)体制の確立をめざしつつ計画を推進。

毎年度、各施策の進捗状況と重点目標の達成状況を取りまとめ、
「環境保全審議会」に報告し、評価、検討協議を行い、PDCAサ
イクルのもと計画の改善等を行う。

地理院地図を加工して作成



【実施体制】 長野県（計画策定主体）

地方
公共
団体

都道府県 〇

政令指定都市 ‐

市区町村 〇

国の地方支分部局 〇

有識者 〇

事業者 〇

団体（NPOなど） 〇

住民 〇

その他（ ） -

【改定】第7次長野県水環境保全総合計画の概要（令和2年度確認・公表）

計画名 第7次長野県水環境保全総合計画（R5.3）
（前計画：第6次長野県水環境保全総合計画（H30.3））

提出機関名 長野県 対象地域 長野県全域

メイン課題 水質改善、地下水、貯留・涵養、生態系

計画概要
水収支の把握や水資源の適正な利活用を推進する「水源の涵養と適正な利活
用」、水質の監視や発生源対策を推進する「安心安全な水の保全」など４つの
項目に係る各種施策を推進することで「水環境の保全」を目指す。

計画の特徴
県民・ＮＰＯ、事業者、金融機関、行政機関などあらゆる主体の取組により、
長野県の美しく豊かな自然環境を次世代に引き継いでいくとともに、恵まれた
環境を最大限に活かして、持続可能な社会の実現を目指している。

【改定内容】

○推進体制
県環境部を中心に全庁的な取組を展開し、県民・

ＮＰＯ、事業者、金融機関、行政機関などあらゆる
主体に計画に基づく取組を呼びかけ、多くの県民の
行動・参加により、持続可能な社会の実現を目指す。

前計画の目標の評価を行い目標値を更新。引き続き「河川環境基準」、「湖沼環境基準」、「汚水処理人口普及率」に係る
施策を継続するとともに、水道事業の基盤強化のため広域連携の取組等の推進や、水環境保全に係る調査研究を総合的に実
施するための「諏訪湖環境研究センター」（仮称）の整備について追記している。

○進行管理
達成目標に対する評価を毎年度行い、政策の見直

しや改善などを行う。計画に基づく施策の進捗状況
については、毎年度作成する「長野県環境白書」に
おいて公表し、長野県環境審議会へ報告する。

計画対象地域（長野県全域）

○計画体系

諏訪湖

千曲川

犀川

姫川

木曽川

天竜川


